
平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

文部科学省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費

(b)

交付対象事業費のうち、特

定市町村又は特定都道県

以外の者が負担する額を

減じた額

(c)

うち交付金交付額

基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2

効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間

調整額

（国費）

(e)

調整後の

交付金

交付額

(f)=d-e

(0) (0) (0)

70,242 70,242 52,681

＜70,242＞ ＜70,242＞ ＜52,681＞

(0) (0) (0)

7,535 7,535 5,651

＜7,535＞ ＜7,535＞ ＜5,651＞

(0) (0) (0)

184,755 184,755 138,566

＜184,755＞ ＜184,755＞ ＜138,566＞

(0) (0) (0)

13,071 13,071 9,803

＜13,071＞ ＜13,071＞ ＜9,803＞

(0) (0) (0)

221,222 221,222 165,916

＜221,222＞ ＜221,222＞ ＜165,916＞

(0) (0) (0)

36,532 36,532 29,225

＜36,532＞ ＜36,532＞ ＜29,225＞

(0) (0) (0)

13,666 13,666 10,932

＜13,666＞ ＜13,666＞ ＜10,932＞

(0) (0) (0)

24,035 24,035 19,228

＜24,035＞ ＜24,035＞ ＜19,228＞

(0) (0) (0)

9,566 9,566 7,652

＜9,566＞ ＜9,566＞ ＜7,652＞

(0) (0) (0)

7,333 7,333 5,499

＜7,333＞ ＜7,333＞ ＜5,499＞

(0) (0) (0)

5,515 5,515 3,676

＜5,515＞ ＜5,515＞ ＜3,676＞

 A  -   2  - 1/3 

 被災学校移転改築事業（越喜来小学校防災備蓄

倉庫）

 越喜来地区

越喜来小学校

 市  市  直接140  

61  ◆  A  -   3

  越喜来地区認定こども園整備事業（幼稚園分）

 越喜来地区

越喜来こども

園

 県

 市  市  直接59  ◆  A

  3  

 

 市  直接

78   A  -   3  -   1

  1  -   1

 越喜来地区認定こども園整備事業（用地取得等

事業）（幼稚園分）

 越喜来地区

越喜来こども

園

 市

60  ◆  A  -   1  -   4  -   1

 赤崎中学校移転改築事業（学校用地取得等事

業）

 赤崎地区

赤崎中学校

 市  市

 -

 間接 1/2

 直接 4/5

4/5

 市

 -   1  -   2  -

 -

 市  直接 1/2  被災学校移転改築事業（赤崎中学校本校舎）

 赤崎地区

赤崎中学校

 市

 直接 4/5  1

 赤崎小学校移転改築事業（学校用地取得等事

業）

 赤崎地区

赤崎小学校

 市  市

4/5  1

 越喜来小学校移転改築事業（学校用地取得等事

業）

 越喜来地区

越喜来小学校

  1

  4  55   A  -   1  -

 A  -   1  -

58  ◆  A  -   1  -

 被災学校移転改築事業（越喜来小学校屋内運動

場）

 越喜来地区

越喜来小学校

 市  市  直接 1/2

1/2

54   A  -   1  -   3   

  被災学校移転改築事業（越喜来小学校本校舎）

 越喜来地区

越喜来小学校

 市  市  直接53    2  

 

 市  直接 1/2

52   A  -   1  -   1

  1    埋蔵文化財調査事業  市内全域  市1   A  -   4  -

 直接 1/2

事業

実施

主体

直接／間接

基本

国費率

（a）

（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）

（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 被災学校移転改築事業（赤崎小学校屋内運動

場）

 赤崎地区

赤崎小学校

 市  市

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.

事業番号

（注１）

事業名

（注２）

地区名

施設名

交付

団体



平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

文部科学省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費

(b)

交付対象事業費のうち、特

定市町村又は特定都道県

以外の者が負担する額を

減じた額

(c)

うち交付金交付額

基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2

効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間

調整額

（国費）

(e)

調整後の

交付金

交付額

(f)=d-e

事業

実施

主体

直接／間接

基本

国費率

（a）

（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）

（該当する場合のみ記載）

備　考

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.

事業番号

（注１）

事業名

（注２）

地区名

施設名

交付

団体

(0) (0) (0)

39,437 39,437 26,291

＜39,437＞ ＜39,437＞ ＜26,291＞

(0) (0) (0)

9,807 9,807 6,538

＜9,807＞ ＜9,807＞ ＜6,538＞

(0) (0) (0)

8,379 8,379 5,586

＜8,379＞ ＜8,379＞ ＜5,586＞

(0) (0) (0)

41,051 41,051 27,367

＜41,051＞ ＜41,051＞ ＜27,367＞

(0) (0) (0)

9,461 9,461 6,307

＜9,461＞ ＜9,461＞ ＜6,307＞

(0) (0) (0)

32,474 32,474 21,649

＜32,474＞ ＜32,474＞ ＜21,649＞

(0) (0) (0)

46,100 46,100 30,733

＜46,100＞ ＜46,100＞ ＜30,733＞

(0) (0) (0)

35,947 35,947 26,960

＜35,947＞ ＜35,947＞ ＜26,960＞

(0) (0) (0)

35,947 35,947 26,960

＜35,947＞ ＜35,947＞ ＜26,960＞

(0) (0) (0)

35,947 35,947 26,960

＜35,947＞ ＜35,947＞ ＜26,960＞

(0) (0) (0)

12,684 12,684 10,147

＜12,684＞ ＜12,684＞ ＜10,147＞

 -

 市  直接 1/2 

 被災学校移転改築事業（赤崎中学校太陽光発電

設備整備）

 赤崎地区

赤崎中学校

 市

 直接 4/5  2  赤崎小学校移転改築事業（教具等整備事業）

 赤崎地区

赤崎小学校

 市  市  1

 14  157   A  -   2  -

 A  -   2  -

158  ◆  A  -   1  -

 被災学校移転改築事業（越喜来小学校太陽光発

電設備整備）

 越喜来地区

越喜来小学校

 市  市  直接 1/2

1/2

156   A  -   2  -  13   

 

 被災学校移転改築事業（赤崎小学校太陽光発電

設備整備）

 赤崎地区

赤崎小学校

 市  市  直接155  

151   A  -   2

 

 被災学校移転改築事業（赤崎中学校屋外運動場

整備）

 赤崎地区

赤崎中学校

 市

 市  市  直接148   A

 12  

 

 市  直接

152   A  -   2  -  11

 10   

 被災学校移転改築事業（赤崎小学校屋外運動場

整備）

 赤崎地区

赤崎小学校

 市

149   A  -   2  -   9   

 被災学校移転改築事業（越喜来小学校屋外運動

場整備）

 越喜来地区

越喜来小学校

 市  市

 -

 直接 1/3

 直接 1/3

1/3

 市

 -   2  -   8  

 

 市  直接 1/3 

 被災学校移転改築事業（赤崎小学校防災備蓄倉

庫）

 赤崎地区

赤崎小学校

 市

 直接 1/3 

 被災学校移転改築事業（赤崎中学校防災備蓄倉

庫）

 赤崎地区

赤崎中学校

 市  市

1/3 

 被災学校移転改築事業（赤崎中学校学校ｸﾗﾌﾞﾊｳ

ｽ）

 赤崎地区

赤崎中学校

  6

  5  145   A  -   2  -

146   A  -   2  -

 被災学校移転改築事業（越喜来小学校学校ｸﾗﾌﾞ

ﾊｳｽ）

 越喜来地区

越喜来小学校

 市  市  直接 1/3141   A  -   2  -   4   



平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

文部科学省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費

(b)

交付対象事業費のうち、特

定市町村又は特定都道県

以外の者が負担する額を

減じた額

(c)

うち交付金交付額

基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2

効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間

調整額

（国費）

(e)

調整後の

交付金

交付額

(f)=d-e

事業

実施

主体

直接／間接

基本

国費率

（a）

（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）

（該当する場合のみ記載）

備　考

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.

事業番号

（注１）

事業名

（注２）

地区名

施設名

交付

団体

(0) (0) (0)

9,758 9,758 7,806

＜9,758＞ ＜9,758＞ ＜7,806＞

(0) (0) (0)

12,649 12,649 10,119

＜12,649＞ ＜12,649＞ ＜10,119＞

(0) (0) (0)

72,600 72,600 48,400

＜72,600＞ ＜72,600＞ ＜48,400＞

(0) (0) (0) (0) (0)

995,713 995,713 730,652 0 0

＜995,713＞ ＜995,713＞ ＜730,652＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

  

市町村名 電話番号

 

合計額

都道県名 担当部局名

      

  

      

         

163   A  -   2

 市  市  直接159  ◆  A

 市  直接 15    被災学校移転改築事業（赤崎中学校武道場）

 赤崎地区

赤崎中学校

 市

160  ◆  A  -   1  -   4  -   2  赤崎中学校移転改築事業（教具等整備事業）

 赤崎地区

赤崎中学校

 市  市

 -

 直接 4/5

1/3

 -   1  -   2  - 4/5  2  越喜来小学校移転改築事業（教具等整備事業）

 越喜来地区

越喜来小学校



平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費

(b)

交付対象事業費のうち、特

定市町村又は特定都道県

以外の者が負担する額を

減じた額

(c)

うち交付金交付額

基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2

効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間

調整額

（国費）

(e)

調整後の

交付金

交付額

(f)=d-e

(0) (0) (0)

400,000 400,000 330,000

＜400,000＞ ＜400,000＞ ＜330,000＞

(0) (0) (0)

451,603 600,040 480,032

＜451,603＞ ＜600,040＞ ＜480,032＞

(0) (0) (0)

600,040 2,258,019 1,309,021

＜600,040＞ ＜2,258,019＞ ＜1,309,021＞

(0) (0) (0)

2,258,019 694,852 911,931

＜2,258,019＞ ＜694,852＞ ＜911,931＞

(0) (0) (0)

111,591 444,368 355,494

＜111,591＞ ＜444,368＞ ＜355,494＞

(0) (0) (0)

694,852 4,464 3,571

＜694,852＞ ＜4,464＞ ＜3,571＞

(0) (0) (0)

444,368 150,350 120,280

＜444,368＞ ＜150,350＞ ＜120,280＞

(0) (0)

4,464 6,603 5,282

＜4,464＞ ＜6,603＞ ＜5,282＞

154  ◆  D  -     4  -   3  -   2

  3

 被災市街地復興土地区画整理効果促進（換地設

計、がれき撤去、下水道整備）事業

 大船渡地区  市  市  直接144  ◆  D

 県  直接 4/5  1  市街地復興効果促進事業  大船渡市  県

 直接 4/5  2  被災市街地復興土地区画整理（内水排除）事業  大船渡地区  市  市

 公営住宅長寿命化計画策定事業

 盛・大船渡・末

崎・赤崎・蛸ノ

浦・猪川・日頃

市・綾里・越喜

来

 市  市  直接 4/5

4/5

135  ◆  D  -   17  -   2

  1  -129  ★  F  -     4  -

 -   17  -   2  -

 -

 直接 1/2

3/5

99   D  -   17  -   2   

  道路事業（被災市街地復興土地区画整理事業）  大船渡地区  市  市  直接92   D  -     2  -   1  

  まちづくり連携道路整備事業

 （一）碁石海岸

線　末崎～碁

石

 県50   D  -     1

  1  市街地復興効果促進事業  大船渡市  市  市

 被災市街地復興土地区画整理事業  大船渡地区  市  市

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.

事業番号

（注１）

事業名

（注２）

地区名

施設名

交付

団体

 -

 直接 4/5

事業

実施

主体

直接／間接

基本

国費率

（a）

（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）

（該当する場合のみ記載）

備　考

 -

 県  直接 2/3

51  ★  F  -     2  -   1

  8  



平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費

(b)

交付対象事業費のうち、特

定市町村又は特定都道県

以外の者が負担する額を

減じた額

(c)

うち交付金交付額

基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2

効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間

調整額

（国費）

(e)

調整後の

交付金

交付額

(f)=d-e

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.

事業番号

（注１）

事業名

（注２）

地区名

施設名

交付

団体

事業

実施

主体

直接／間接

基本

国費率

（a）

（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）

（該当する場合のみ記載）

備　考

(0) (0) (0) (0) (0)

5,121,890 4,558,696 3,515,611 0 0

＜5,121,890＞ ＜4,558,696＞ ＜3,515,611＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名



平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

環境省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費

(b)

交付対象事業費のうち、特

定市町村又は特定都道県

以外の者が負担する額を

減じた額

(c)

うち交付金交付額

基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2

効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間

調整額

（国費）

(e)

調整後の

交付金

交付額

(f)=d-e

(0) (0) (0)

49,864 49,864 37,398

＜49,864＞ ＜49,864＞ ＜37,398＞

(0) (0) (0) (0) (0)

49,864 49,864 37,398 0 0

＜49,864＞ ＜49,864＞ ＜37,398＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名

             

 

 市  直接 1/2

      

  1    浄化槽設置整備事業

 大船渡、末崎

（小細浦、門之

浜）、綾里（田

浜）

 市24   E  -   1  -

 

事業

実施

主体

直接／間接

基本

国費率

（a）

（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）

（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.

事業番号

（注１）

事業名

（注２）

地区名

施設名

交付

団体


